
長崎県中期財政見通し

（令和８年度～令和１２年度）

令 和 ７ 年 ９ 月

長 崎 県             

この中期財政見通しは、原則として令和７年度当初予算を基礎に、今後

見込まれる税制改正や地方財政対策などについて、一定の仮定に基づき、

令和８年度から令和１２年度までの試算を行ったものです。



Ⅰ 中期財政見通し（Ｒ８～Ｒ１２）

１ 歳 入

（１）県 税
・令和７年度の予算額を基礎とし、国推計の名目経済成長

率を参考に一定の伸びを見込。

（２）地方交付税
・令和７年度決定額を基礎とし、地方創生推進費等は同額

で見込。
・県税収入の伸び、人口減少の影響等により減少の見込。

＜歳入・歳出の主な動向＞

◇R7：1,326億円→R12：1,526億円（＋200億円）

◇R7：2,336億円→R12：2,275億円（△61億円）

（億円）

県税＋特別法人事業譲与税＋地方交付税の推計

3,928 4,1124,0534,003 4,1034,082
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（１）人件費
・職員構成の変動や職員数の減等により減少の見込。

◇R7：1,744億円→R12：1,691億円（△53億円）
（退職手当除く）

（２）社会保障関係費
・後期高齢者医療や介護保険などにかかる社会保障関係費

が増加の見込。

＜主な社会保障関係費＞
◇R7：974億円→R12：1,056億円（＋82億円）
※後期高齢者医療費県費負担金、介護保険法定給付対策費、

幼児教育無償化関連、障害者自立支援給付費 など

（３）公債費
・金利の上昇等に伴い、公債費は増加の見込。

２ 歳 出

◇R7：958億円→R12：1,041億円（＋83億円）
＜うち臨時財政対策債除く＞
◇R7：677億円→R12：795億円 （＋118億円）

（億円）
公債費の推計

958 1,041998999 1,0161,005
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３ 財源調整のための基金

○令和６年度は、国の財政措置や継続的な収支改善対策等に

より、基金を取り崩さない財政運営を達成

○しかしながら、今後は、実質的な公債費の増加等に伴い、

財源不足となることが見込まれるため、一層の収支改善や

将来の公債費抑制に向けた対策が必要

（参考）実質的な公債費の長期シミュレーション

規模が大きい普通建設事業（経済対策等）の償還終了により、近年は低い水
準で推移していたが、図書館整備等の大型事業の償還費増に加え、金利の上
昇等に伴い、今後は高い水準で推移する見込み。

→公債費の平準化、投資事業の重点化・効率化が必要

※実質的な公債費：交付税措置を除いた真水の負担

※制度改正による定年引上げの影響は財源調整のための基金とは別に管理

 （単位：億円）

Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ Ｒ１２

前年度末残高 390 374 337 303 266 226

財源不足額
（要調整額）

▲ 16 ▲ 37 ▲ 34 ▲ 37 ▲ 40 ▲ 41

年度末残高 374 337 303 266 226 185

最　終
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Ⅱ 持続可能な財政運営への取組

○収支改善対策の着実な実施
・行財政運営プラン等に基づく歳入歳出両面からの収支改善対策を着実
に実施するとともに、毎年度の予算編成等において事業成果に基づく
見直しを推進

○地方税財源の充実・強化
・より稼ぐ視点を持って、税源涵養につながる施策や新たな歳入確保策
等により、県税収入等のさらなる増加につなげる必要

※上記の取組と合せて、以下の取組について国に強く要請

・物価高や賃上げが続く状況下において、地方創生・人口減少対策、
ＤＸ・ＧＸの推進、防災・減災対策などに適切に対応するための一般
財源総額の確保・充実

・地方税の充実とともに税源の偏在性が小さく税収が安定的な地方税体

系の構築

・地方交付税の本来の役割である財源保障機能と財源調整機能の強化、

必要な地方交付税の総額確保 など

○より長期的な視点に立った財政運営
・実質的な公債費の長期的なシミュレーションを踏まえ、財政構造改革
を推進し、中・長期的に基金取崩しに頼らない持続可能な財政運営を
目指す

○公債費や県債残高の適正管理
・交付税措置率の高い有利な県債の活用や公債費の平準化とともに、真
に必要な投資事業のさらなる精査により重点化・効率化を図り、公債
費及び県債残高を適正に管理

令和８年度の予算編成において、収支改善対策を継続して実施
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【試算方法の概要】

◎試算期間   令和８年度～令和１２年度（５年間）

〔歳 入〕

１ 県  税

  ・令和７年度当初予算と同額を基礎に、次の点を勘案して試算

① 個人県民税に係る税制改正の影響

② 国推計の名目経済成長率を参考とした増収

２ 地方交付税

    ・令和７年度の普通交付税決定額を基礎に、次の点を勘案して試算

① 職員給与費は教職調整額の引き上げや本県における職員数の減少見通し等

② 地方創生推進費、地域社会再生事業費、地域デジタル社会推進費は、令和８年

度以降同額として試算

③ 事業費補正など公債費に係るものは、積み上げ試算

３ 国庫支出金、県債、その他収入

・特定財源となるものは、歳出の見通しに応じて積み上げ試算

・特別法人事業譲与税、地方消費税清算金は、令和７年度当初予算を基礎に、国推計

の名目経済成長率を参考に試算

・臨時財政対策債は、令和７年度算定と同様、令和８年度以降発行額ゼロとして試算

〔歳 出〕

１ 義務的経費

  ①人件費

    ・職員給与費は、ベア率ゼロとし、職員数の減少等を勘案して試算

   ・教職調整額は、令和１２年度までの段階的な引上げ（４％→１０％）を勘案して

試算

    ・退職手当は、各年度の退職見込み人員に基づき試算

   ・定年引上げにかかる影響額は、年度間の負担を平準化するため、退職基金（制度

改正分）で別途管理して試算

  ②扶助費

    ・令和７年度当初予算を基礎に増減見通しを織り込み試算

③公債費

・県債の既発分に係る元利償還金に、本試算による新規発行見込み分を令和７年度

の金利動向等を参考に試算
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２ 投資的経費

   ・特定の大型事業については見込み額に基づき積み上げ

・公共事業は、令和７年度当初予算に、国の「第１次国土強靭化実施中期計画」に

係る事業費を加算して試算（年度間の変動が大きいダム事業・新幹線事業除く。）

   ・単独事業は、令和７年度以降の伸び率△３％として試算

        ※特定事業の主なもの

        ・佐世保警察署庁舎整備費

     ・県南振興局庁舎整備費

     ・国直轄河川総合開発事業負担金 など

３ その他経費

・特定の大型事業については見込み額に基づき積み上げ

  ・その他の事業費は、令和７年度当初予算と同額を基礎として試算

        ※特定事業の主なもの

   ・介護保険法定給付対策費 ・後期高齢者医療費県費負担金

    ・障害者自立支援給付費   ・国民健康保険財政調整交付金

〔年度中の歳入増加・歳出節減〕

    年度中の歳入の確保・自然増、執行を通じた歳出節減

特殊要素を除いて、近年の実績を勘案し仮定

〔財源調整３基金年度末残高〕

   「要調整額」を、財源調整３基金（財政調整基金、退職基金、県債管理基金）の取り

崩しで対応した場合の残高
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